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一．
 農業の持続的発展における知的財産権の重要性
　
将来の農業発展の趨勢を考える
と、農地面積、灌漑用水といったハード面での資源制約を乗り越え、農業資源 不足と急激な人口増加という対立する課題を解決するための基本的な鍵は科学技術の進歩にある えるだろう。すなわち、第一に人口増加によって拡大する農産物需要を満たすため、技術進歩によって農産物の単収を増加させ、全体の生産量を することができ 。第二に、所得水準の上昇に応じて多様化する消費に見合うよう、技術進歩によって農産物の種類を増やし 品質を向上させることが可能となる。第三に農業の持続的発展のために科学技術によって気候変動に対応し、自然災害に対する制御能力を高め、また一方で 業による環境への負の影響や資源劣化を未然に防がなければならない。 部 統計によれば 中国の一ムー当たり
食糧生産量は一九四九年から現在までに六九キロから三三〇キロにまで増加し、食糧の総生産量は同時期に一一五〇億 五八億キロにまで増加した。食糧生産における技術進歩の寄与率は少なくとも全体の五 ％、優良品種の導入による寄与率は約四 ％である。　
科学技術が農業発展のなかで重
要な位置を占める うになるに従い、知識の創造、伝播および実用の各段階におけ 密接な連携と知的要素のスムーズな循環が現代農業の基本的な発展モデルを構成するようになった。これまでの実績が証明するように 的財産権という制度は知識 創造と活用を推進するために最も有効なシステムである。当事者が関与する知的財産の権利をきちんと保障するだけで、知的財産の利用に関わ フリーライダー行為を減少させ、まさに「特許制度は天才の火 利益という油を注いだ（訳者注：特許
庁ホームページ参照） 」というリンカーン元アメリカ大統領の名言の通り、科学技術の開発担当者に強いイ センティブを与え、新しい知識 創造を加速させる。同時に知識と情報の伝播、利用における各主体の利益の対立を減少せ、知識の公開、知的商品取引と活用の推進に役立つ。こ ため知的財産権の創造、実用化、権利の管理・保護の水準が直ちに一国の農業の将来的な発展に向けた潜在能力を決めると言ってよい。　
農業のグローバル化が進展し各
国農業の市場競争が激化する つれ、技術は一種 拡大された市場力、国際競争における強力な武器へと進化してきた。ある技術が法律の庇護を受け独占的な知財権として保護されると、市場における競争相手に打撃 加える め 有効な武器となる。権利 して保護された技術が国際的に通用す 技術基準へと転換され 、 「経路依存」によってそれ以降の関連す
る製品の生産、販売市場における主導権を握ることができる。農業においては、遺伝子などの資源を利用する方法、あ いは利用した結果としての品種などが知財権を取得すれば、実際にはそのなかの遺伝子資源の独占権をも獲得することになる。したがっ 、農業国際競争においては知財権は市場を独占する武器であるのみならず、農業生物資源を囲 込む めの重要な道具ともなる。二．
 中国農業における知的財産権創造の現状
　
知的財産権の創造能力は、 企業、
産業、国家の自主的な創造能力および国際競争力をはかる重要な尺度である。農業は総合的 産業であり、農業知的財産権はほとんどすべてのタイプの知的財産権（特許、著作権 商標、植物の新品種権、地域ブランド表示等）を網羅している。本稿ではこのうち主に植物新品種権と農業発明特許を取り上げ、中国の農業知的財産権創造能力につ て考察したい。⑴出願・認可件数の推移　
一九八五年に特許制度が成立し
て以来、農業部門の発明特許出願件数は年々増加傾向にあり、特に近年急速に増加してきている。国家知識産権局特許データベースの検索結果によれば、第一一次五カ
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年計画（二〇〇六〜一〇年）期間中、中国の農業特許出願件数は毎年一八・〇％増加しており、そのうち農業発明特許の年増加率は一八・一％となっている。第一〇次五カ年計画（二〇〇一〜〇五年）期間ではそれぞれ四 四 、四・〇％となっている。出願主体をみると企業による出願件数の増加が著しく、政府による科学技術資源以外に、民間の科学技術資源が農業技術の領域に参入してきていることがわかる（
図
1） 。技術領域
からみると、農業生物技術、食品産業による発明特許出願の増加が目覚ましく、現在もっとも注目すべき領域を形成している（
図
2） 。
　
一九九九年に出願受付が始まっ
て以来、農業植物新品種権出願件数および認可件数は小幅な変動ながら全体として増加する傾向にある。このうち、第一一次五カ年計画期間中の農業植物新品種権の出願件数および認可件数は、それぞれ四・九％、二九・二％となっており、第一一次五カ年計画期間と比較してそれぞれ一・七倍、 四・三倍となっ いる。農業植物新品種の選択・育成においては 国立の研究・教育機関が依然として主要な地位を占めている （
図
3・図
4） 。
　
農業発明特許権の出願件数と認
可件数も急速に増加しており、これは農業科学技術の創造能力およ
び育種創造能力が高まり、農業の競争力が絶えず向上していることを示している。⑵出願内容の推移　
土地利用型農産物（穀物、綿花
など）のうち、認可品種の普及面積が上位一〇位まで 主要な作物とそれぞれの普及率を挙げると、トウモロコシ三三・〇％、冬小麦三〇・五％、コメ（在来種）一六・三％、 コメ（ハイブリッド）一二・三％、大豆二五・二％、綿花（在来種） 一九・ ％、 綿花 ハイブリッド）二四・三％となっている。認可品種のうち 鄭単九 八 鄭麦九〇二三、徐稲 号 楊両優六号、中黄一三、魯綿研二 、科綿三
号などの高生産性品種が農家の間で評価が高い。　
二〇一〇年末時点で有効な発明
特許および実用新型特許は四万八四八三件に及んでおり、これは農業特許認可件数の五二・一五％を占める。このうち、国内からの農業発明特許出願 認可率は五九・六％、平均認可年数は六・八年である。これに対し海外からの出願の平均認可率は七七・〇％ 達し、認可年数も一一・〇年と長い。⑶地域別の分布状況　
二〇一〇年末までに、農業植物
新品種権の出願が七七六一件あったが、このうち国内からの出願は七二六八件（全体の九三・ ％） 、
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図1　主体別農業発明特許出願件数の変化
（出所）中国農業科学院農業知的財産権研究センターが国家特許局特許データベースを
基に計算した。
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図2　領域別特許出願件数の変化
（出所）図1に同じ。
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図3　農業植物新品種権出願件数の変化
（出所）図1に同じ。
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図4　農業植物新品種権認可件数の変化
（出所）農業部植物新品種保護弁公室。
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国外からの出願は四九三件（六・四％）であった。認可されている三四七三件の品種権の内訳は、国内が三 〇九件（九八・二％） 、国外が六四件（一・八％）であった。国内で出願件数および認可件数が最も多いのは 川省で、六四七件（国内出願総数の八・九％） 、認可件数は三七九件（一一・ ％）で、それに山東省、河南省、江蘇 、吉林省、そして北京市が続いている。上位六省の出願件数は三 九三件で、全体の出願件数の四八・一％、認可件数は一六八五 で全体の四九・四％を占めている。　
農業発明特許出願件数に占める
国内と国外の内訳は、 ぞれ七五・五％と二 ・五％となっている。国内出願数 上位 省は沿海地域の山東省（一万五四七四件） 、江蘇省（一万四〇一六件） 北京市（一万四〇〇八件） 、 浙江省（一万一三七七件）および広東省（一万一三三六件）に集中しており上位五省で全体の四〇・四一 を占めている。他方、寧夏省、海南省、青海省およびチベット自治州といった内陸地域の出願件数は平均して一〇〇〇件以下となっている。認可数につい 上位五省をみると、山東省（八 七七件） 、北京市（六一九二件） 、浙江省（九二三件） 、 江蘇省（五九〇 件） 、広東（五四八五件）となっており、
合計で全体の三八・七％を占める。前述の寧夏省、海南省、青海省およびチベット自治州における認可件数は五〇〇件以下となっている。⑷業種別構成　
農業植物新品種権出願と認可件
数のうち、土地利用型作物はそれぞれ八五・六％と九二・七％、商品作物は野菜五・一％と三・六％、果樹二・八％と一 六 を占める。土地利用型作物の内訳は トウモロコシが最大で四〇・三％と四二・五％、続いてコメ三四・四％と三五・七％、小麦一〇・一％と九・九％、大豆四・七％と 八 、綿花四・二％と三 四 、 アブラナ二・八％と二・三 であった。　
農業発明特許と実用新型特許出
願件数の業界別内訳は、食品産業が最も多く二八・三％、続いて農業生物技術産業が二四 五％ 耕種業が二〇・七％、農芸化学が一五・一％、畜産業が七・〇％、水産業が四・四％となっている。農業発明特許出願件数の かでは農業生物技術部門が最も多く、農 発明特許出願件数のうち三二・五％を占める。実用新型特許出願件数では耕種業が最も多く、 六・三％を占める。すでに認可されている権利および現在も権利が継続中の農業特許件数のうち、耕種業は三二・〇％と二六・七％、食品業は二
四・〇％と二四・二％、農業生物技術は一五・一％と二〇・五％、農芸化学は一三・五％と一四・〇％、畜産業は八・ ％と八・八％、水産業は七・一％と五・九％であった。三．
 結論と政策提言
　
第一一次五カ年計画期間中、中
国の農業特許と農 植物新品種権の出願件数と認可件数が急速に増加したことは、農業知識の創造能力が急速に成長したこ を示すとともに、農業知財権が食糧の七年連続の増産と農業 持続的発展の重要な支えとなっ を表している。ただし一方で、中国の知財産権の創造能 は 先進国との間に依然として大きな距離があることを認識しなければなら い。我が国の有効な品種権の保有量は、アメリカのわずか一〇・八％、日本の二六・六％、オランダの四五・七％に過ぎない。世界の農業生物技術特許出願件数 うち、中国の占める割合はわずか二・五％である。特許協力条約（
ＰＣＴ：
Patent Cooperation Treaty ）に基
づく農業生物技術国際数のうち、アメリカの占める比率が六二・九％、日本のそれが九％を占める に対し 中国の比率二％に過ぎない。さらに単位人口当たり件数で比較すると、アメリカの一万人当たり発明特許件数が
三二・一件、日本では九四・四件であるのに対し、 中国は一・七件に留まっている。このような情勢からみて、今後農業知財権の総保有量を増加させ、先進国と 距離を縮めるべく努力す ことが中国にとって重要な戦略とな だろう。　「国民経済と社会発展に関する第一二次五カ年計画概要」において、発明特許の件数が初め 国民経済と社会発展の総合評価のための指標体系に組み入れられ、国民一万人当たりの発明特許保有件数を三・三件に増加させることが開発目標として明確に掲げられた。農業領域において一万人当たり発明特許件数を二〇一〇年 ・七件から二〇一五年までに三・三件にするという 標は、前の第一一次五カ年計画期間中の増加速度からみても十分実現可能であるとみられる。ただし、知的財産権内容、構成、地域分布などの要素を総合的に勘案すれば、中国の農業知的財産権の発展は以下のような厳しい困難に直面し いると考えられる。　まず、知的財産権の質を高める
必要がある。 「中国における農業知的財産権の創造指数報告二〇〇年」の統計によ ば、 内で出願された農業特許の認可率は二三・一％であるのに対し、国外からの出 の認可率は三三・〇％で
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ある。認可済み特許の更新可能率は国内からの出願で五九・六％、平均認可年数は六・八年であるのに対し、 外からの出願の更新可能率は七七・〇％、年数は一一 〇年である。このように 農業特許出願の認可率、特許の寿命 いずれをみても国内から 出願は海外からのそれを大きく下回っており、我が国の知的財産権創造力の質をさらに向上させる必要があることを示している。　
第二に、農業知的財産権の品目
別、産業別内訳の構成にも改善の余地がある。まず作物別の農業植物新品種権出願および認可件数をみると、 三大作物のトウモロコシ、コメ、小麦に集中している。出願件数と認可件数 占め 比率は、最大のトウモロコシ それぞれ三四・五％ 三九・四％ つぎにコメの二九・四％ 三三・〇％、小麦の八・七％と九・二％と続く。一方、商品作物の内訳をみると野菜はそれぞれ五 一 三 六％、果樹は二・八％と一・六％に過ぎない。続いて業界別内訳をみる 、農業発明と実用新型特許出願件数のうち、食品産業が最も多く二八・三％、続 農業生物技術が多く二四・五％、 以下耕種業二〇・七％、農芸化学一五・一％、畜産業七・〇％、水産業四 四 となっている。農業発明特許出願の内容では
農業生物技術の占める比率が最も多く、全出願件数 三二・五％を占める。国内の農業発明特許出願は主に耕種 、畜産業、水産業など伝統的な領域に集中しており、国外からの出願は農芸化学、農業生物技術など現代的な技術領域に集中している。　
第三に、農業企業の知的財産権
創造能力を強化していく必要がある。公立の研究・教育機関が農業植物新品種権の出願件数と認可件数に占める比率は、 それぞれ五六・一％と六一・八％と最大である。これに対し、 企業はそれぞれ三二・〇％と三二・三％を占めるに過ぎない。国内の農業発明特許認可件数と有効特許件 のうち、研究・教育機関の占める比率は四〇二％と四三・四％であり、企業によるものはわずか一五・三％と八・五％となって る。研究・教育機関主導型 中国 農業科学技術の開発は、中国の農業知的財産の創造が政府の財政資金に依存したものであり、民間部門 科学技術に対する資源投入が不足していること、農業知的財産 開発 原動力が依然として単一であることを表している。　
以上で述べたような問題を踏ま
え、今後農業知的財産権の創造力を一層向上させ、中国農業 競争力を速やかに高めることにより、
農業の持続可能な発展を確かなものにしていかなければならない。そのために、まずは農業科学技術開発に対する政府の財政的な支援を継続して増やしていく必要がある。同時に公共投資と民間部門の投資の協調をはかり、公平な市場競争の秩序を整え、公共投資による開発促進作用を十分に発揮させるとともに社会から幅広く農業科学技術の に対して投資を募らなければならない。つぎに、科学的かつ合理的に知的財産権の質を評価するための評価体系を整備していく必要があ 。これ より農業科学技術の初歩的な創造に対するインセンティブを与え、支援することができるだけでなく、レベルが低く、内容が重複してい 研究によ 資源の浪費を防止できる。とりわけ、ひたすら出願件数のみを増やそうとするバブル現象を途絶させ、農業知的財産権に関する事業の良好かつ速やかな発展を促すことができるだろう。第三に、知的財産権 取引とラセンシング ため 優遇政策を整備し実施するべきである。多様な主体が参加する国家主導型の知的財産権運営基金 設立し、知的財産権 紐帯とした農業技術研究・教育機関と農業企業の協力体制を作り、農業科学技術開発わる専門家集団の分業と協同に
よって科学技術資源の効率的な配分を促進し、農業知識の創造、伝播および実用化に向けたスピードを加速させ、中国の 発展モデルの転換を有効にバックアップしていくべきである。（SO
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